2009/02/16

平成21年度版横浜市予算案に関する質問
文責　大久保知直
平成21年度版横浜市予算案に関する質問事項試案
現在、拡大し続ける医療費に関する問題は、国会でも議論されているとおり、日本国家が抱える最重要課題の一つである。高齢社会の進展の加速ともに、高齢者保険医療費などの行政負担の医療費の増加は不可避な状況に置かれている。この支出拡大は行政の財政を逼迫する大きな要因の一つであり、行政のバランスシートの効率化を求め膨張し続ける社会保障費の抑制を求める意見も多く見られる。また、充実した医療の実現も課題の一つである。しかし、この課題は前述の医療費の削減と根本的に相反するものである。充実した医療を可能とする条件の一つとして、質の高い医師の確保が挙げられる。今日、勤務医の超過労働などの医療崩壊を危惧して、勤務医の数の拡大など医療現場の改善に関する支出、具体的には給与の向上や医者の絶対数の増加などを求める声が至る所で起きている。こうして医療費の拡大・抑制を巡る対立は、待遇改善を求める勤務医側の意見と財政支出の削減る行政側の意見の対立から起因する。
こうした中、横浜市は前者の重要性を認め、高い質の医者の確保を今後の横浜市の今年度の予算案の中で重要取組みの一つとして挙げている。
	事業費
	21年度
	20年度
	説明

	医師不足への対応
	55
	55
	医師不足が生じている診療科における医師確保等（市大運営交付金の一部）

	市大医学部の定員増の対応
	89
	35
	市大医学部医学科の学生定員10人増（80→90人）　定員増への対応の設備整備等（市大運営交付金の一部）


出典: 平成21年度予算事業表
今年度の予算案の中で、医師不足の対応として5500万円の予算を計上している。また、具体的な対策として、市立医学部の定員増を挙げている。しかし、実際に5500万円の用途に関する詳しい説明はなされていない。さらに、具体的な案としての医学部定員の増大もそれが横浜市の医者の確保や診療医の偏在化につながるのかは不明瞭である。
21年度版横浜市予算案健康福祉局が策定した「横浜市の保健医療の推進に関する計画」の中でも、質の高い医療従事者の確保を課題として挙げている。その対策として、以下の様に挙げている。
１ 医 師
全国的に救急医療を担う小児科の医師、出産や周産期医療を担う産婦人科の医師が
不足しています。
本市では、小児科についは、小児救急拠点病院に医師を集約化することにより、勤
務状況を改善し働きやすく、学べる環境を作り、医師個人の質の向上を図っています。
産科については、事故防止の観点からも病院に勤務する医師の負担を軽減するため、
地域の医師の診療協力が得られる体制を確保することや、助産師の活用を促してい　　　ます。
また、市内の医師確保策の一環として、本市と関連の深い市立大学医学部定員の増
員について支援を行っています。
この中でも、勤務状況の改善を挙げているが、まず現在の状況が述べられていないうえ、提案は具体性に乏しい。
　質の高い医者の確保は横浜だけでなく、日本の医療全体に蔓延している問題である。そうした中、人口300万人を抱える横浜市が今後どのように医師の確保を行っていくかの具体的な提案が待たれる。
質問項目
<医療現場の現状>
1 横浜市全体で抱える勤務医の数はどれだけか。
ⅰ地域別
ⅱ診療科別
2 開業医の数の推移は。
3 横浜における医者の数は十分なのか？そうでなければ、どれだけの人数の確保が必要なのか。
4 医者不足であると認識しているのならば、原因は何であると考えますか。
5 横浜市立大学の定員拡大・地域医療枠の創設の有効性についてどのように考えているか。
6 横浜市立大学に対する医療訴訟以降、医療の現場はどのように変化したと感じるか。（これは個人的な質問なので、削除しても結構です。）
7 勤務医の労働状況はどのようなものだと認識していますか。
8 勤務医から意見を抽出するような枠組みができていると思いますか。
